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調査概要＆対象者プロフィール
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■調査目的 全国の民間企業等を対象に、副業・兼業など従業員の多様な働き方への取り組み状況とその傾向を明らかにすること
■調査名 働き方、副業・兼業に関する調査（2020年）※中途採用実態調査と同時実施
■調査地域 全国
■調査方法 インターネット調査
■対象者 2020年1～7月に中途採用業務を担当し、募集活動をしており、採用費用の管理・運用に携わっている人事担当者
■回答数 1,910件
■実施期間 スクリーニング調査：2020年７月31日（金）～８月７日（金）

本調査：2020年８月７日（金）～８月11日（火）
※ 調査結果は、端数四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※ n=30以下は参考値としております。

業種 従業員数

◇対象者プロフィール

◇調査概要

※本調査は「ISO20252（市場、世論、社会調査－用語とサービス要求事項）」を遵守し、実施しました。
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エリア区分について
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エリア 内訳
北海道 北海道
東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東 茨城県、群馬県、栃木県
首都圏 埼玉県、千葉県、神奈川県
東京都 東京都
東海・北陸 新潟県、山梨県、長野県、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
関西 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県



TOPICS
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 緊急事態宣言を境に、在宅勤務・リモートワーク、時短・時差勤務といった、柔軟な働き方に関する取組を行う企業が増加。
• 各社が実施している雇用施策については、緊急事態宣言前後とも、「社員の知人・友人の雇用（リファラル採用）」がトップ。次いで「60歳以上高齢

社員の雇用」が続くが、いずれも緊急事態前言前後で7ポイント台の下落がみられる。：P5（Q26）
• 多様な働き方に関する取組については、緊急事態宣言を境に「在宅勤務・リモートワーク」（+13.7ポイント）、「時短・時差勤務」（+3.4ポイント）

が新たに導入された企業が増加。「人事考課・評価制度の見直し」（-7.3ポイント）、「従業員の意識改革」（-6.7ポイント）は、緊急事態宣言前
と比べて低下。：P6（Q27）

• 緊急事態宣言後の「在宅勤務・リモートワーク」導入割合を業種別にみると、マスコミ・広告・デザイン（71.8％）が特に高く、IT・通信・インターネット
（56.0％）、金融・保険・コンサルティング（54.5％）と続いた。「時短・時差勤務」の導入割合についてもマスコミ・広告・デザイン（53.3％）が特
に高かった。：P7（Q27）

 副業・兼業を認めている、働き方改革を実施している、と答えた企業は、内定者に対する満足度が高い傾向にあった。
• 副業・兼業を現在、認めている企業は計49.6％（うち7.8％は廃止予定）。将来的に認める・拡充する予定の企業は計57.0％。：P8（Q28）
• 副業については、副業を認めている企業の方が、内定者に対する満足度が高い。働き方改革も同様で、実施していない企業に比べて満足度が、

それぞれ4ポイント程度高い。：P9（Q24）
• 副業・兼業のメリットについて、「優秀な人材を確保できる」は金融・保険・コンサルティング（26.3％）、メーカー（24.9％）でやや高く、マスコミ・広

告・デザイン（7.8％）で低い。：P10（Q29）
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緊急事態宣言前から実施している雇用施策 (1910) 19.2 13.9 15.8 18.6 6.7 24.0 10.3 14.2 10.5 19.2 7.5 8.6 26.1 0.2 31.3 (%)

緊急事態宣言後に実施している雇用施策 (1910) 15.6 11.5 10.7 12.1 5.7 16.7 9.5 12.7 8.3 15.4 6.5 7.7 18.6 0.1 42.9

現在実施していない施策の中で、今後実施していきたい施策 (1910) 12.2 8.4 9.1 6.5 6.9 9.5 9.6 11.0 8.0 10.3 5.3 5.9 11.0 0.6 35.0
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緊急事態宣言後に実施している雇用施策 (1910)

勤務先の多様な働き方に関して、実施している雇用施策
 緊急事態宣言前後とも、「社員の知人・友人の雇用（リファラル採用）」がトップ。次いで「60歳以上高齢社員の雇用」が続くが、いずれも緊急事態前言前後で7ポイント台の下落がみられる。
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Q26.あなたのお勤め先の多様な働き方に関して、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言前後で実施している雇用施策をお選びください。
また、現在実施していない施策の中で、今後実施していきたい施策をお選びください。（いくつでも）
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現在導入していない制度の中で、今後実施していきたい施策 (1910) 9.0 11.2 10.2 4.8 13.5 8.9 7.2 14.6 9.5 10.0 7.3 12.3 11.2 9.2 15.3 9.3 0.6 25.0
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勤務先の多様な働き方に関して、従業員向け施策
 緊急事態宣言を境に「在宅勤務・リモートワーク」（+13.7ポイント）、「時短・時差勤務」（+3.4ポイント）が新たに導入されている。
 「人事考課・評価制度の見直し」（-7.3ポイント）、「従業員の意識改革」（-6.7ポイント）は、緊急事態宣言前と比べて低下。
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Q27.あなたのお勤め先の多様な働き方に関して、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言前後で導入している従業員向け施策をお選びください。
また、現在導入していない制度の中で、今後実施していきたい施策をお選びください。（いくつでも）



サンプル数 サンプル数
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マスコミ・広告・デザイン (28) マスコミ・広告・デザイン (28)

IT・通信・インターネット (229) 環境・エネルギー (23)
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メーカー (283) 金融・保険・コンサルティング (122)

公的機関 (53) IT・通信・インターネット (229)

流通・小売・フードサービス (288) 流通・小売・フードサービス (288)

環境・エネルギー (23) サービス・レジャー (270)

不動産・建設・設備・住宅関連 (260) メーカー (283)

サービス・レジャー (270) 不動産・建設・設備・住宅関連 (260)

医療・福祉・介護 (227) 医療・福祉・介護 (227)

運輸・交通・物流・倉庫 (127) 運輸・交通・物流・倉庫 (127)
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緊急事態宣言前後の「在宅勤務・リモートワーク」導入率
※業種別

緊急事態宣言前 緊急事態宣言後
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緊急事態宣言前後の「時短・時差勤務」導入率
※業種別

緊急事態宣言前 緊急事態宣言後

勤務先の多様な働き方に関して、従業員向け施策
 緊急事態宣言後の「在宅勤務・リモートワーク」導入割合を業種別にみると、マスコミ・広告・デザイン（71.8％）が特に高く（回答数30以下のため参考値）、IT・通信・インターネット（56.0％）、金融・保険・

コンサルティング（54.5％）と続いた。
 「時短・時差勤務」の緊急事態宣言後の導入割合についてもマスコミ・広告・デザイン（53.3％）が特に高かった。
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Q27.あなたのお勤め先の多様な働き方に関して、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言前後で導入している従業員向け施策をお選びください。
また、現在導入していない制度の中で、今後実施していきたい施策をお選びください。（いくつでも）
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勤務先の「副業・兼業」への対応
 全体では、副業・兼業を現在、認めている企業は計49.6％（うち7.8％は廃止予定）。将来的に認める・拡充する予定の企業は計57.0％。
 業種別では、医療・福祉・小売（計57.2％）が他業種に比べて現在、認められている割合が高い。回答数30以下で参考値ではあるが、マスコミ・広告・デザインは低かった（29.8％）。
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Q28.あなたのお勤め先の企業は、「副業・兼業」に対してどのように対応していますか。現状に最も近いものをお選びください。
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医療・福祉・介護 (227) 45.7 33.3

流通・小売・フードサービス (288) 44.3 37.5

マスコミ・広告・デザイン (28) 30.4 43.8

金融・保険・コンサルティング (122) 56.3 39.1
不動産・建設・設備・住宅関連 (260) 45.6 38.1
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公的機関 (53) 53.1 48.4

副業 認められている (947) 52.5 43.1

副業 認められていない (963) 43.7 35.3

働き方改革　実施している (341) 51.5 42.5

働き方改革　実施していない (1569) 47.3 38.4

業
種

副
業

働
き
方

改
革

質について
満足　計

量について
満足　計

従
業
員
数

17.7

17.1

16.4

19.6

17.3

21.6

16.3

17.3

15.4

19.7

24.0

18.7

10.7

14.3

18.9

20.1

15.4

22.0

16.8

30.3

26.0

30.4

33.5

33.0

32.1

32.4

28.4

28.9

10.7

32.3

26.9

27.9

52.4

34.2

32.4

28.3

29.5

30.5

21.4

19.1

23.0

21.6

21.1

24.2

22.1

16.0

22.1

24.1

15.1

19.4

30.1

14.3

29.5

23.0

19.9

20.5

21.6

30.5

37.8

30.2

25.3

28.6

22.1

29.3

38.4

33.6

45.6

28.6

35.1

31.2

19.0

17.4

24.6

36.4

28.0

31.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

質・量ともに満足 質的には満足だが、量的には不満 質的に不満だが、量的には満足 質・量ともに不満

各フェーズにおける満足感：内定者に対する満足
 内定者に対する質的な満足が高いのは、金融・保険・コンサルティング、メーカー等の業種。回答数30以下で参考値ではあるが、環境・エネルギーも高かった。量的な満足度が高いのは公的機関、メーカー。
 副業については、副業を認めている企業の方が満足度が高い。働き方改革も同様で、実施していない企業に比べて実施している企業の方が満足度がそれぞれ４ポイント程度高い。
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Q24.お勤めの会社の直近半年間（2020年1～6月）の中途採用の各フェーズにおける満足感として、あてはまるものをお選びください。（内定者）



社
員
の
人
脈
拡
大
に
つ
な
が

る

社
員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
に
つ

な
が
る

社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を

維
持
で
き
る

社
員
の
収
入
を
補
填
で
き
る

優
秀
な
人
材
を
確
保
で
き
る

ヒ
ュ
ー
マ
ン
リ
ソ
ー
ス
を
拡

大
で
き
る
（
自
社
が
副
業
社

員
を
雇
え
ば
）

求
職
者
へ
の
ア
ピ
ー
ル
に
な

る

生
産
性
の
向
上
に
つ
な
が
る

本
業
へ
の
集
中
力
が
上
が
る

社
員
の
労
働
時
間
が
過
剰
に

な
り
本
業
に
影
響
が
出
る
可

能
性
が
あ
る

社
員
が
転
職
し
て
し
ま
う
可

能
性
が
あ
る

会
社
情
報
が
流
出
し
て
し
ま

う
可
能
性
が
あ
る

会
社
独
自
の
ス
キ
ル
が
流
出

し
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る

機
密
情
報
が
流
出
し
て
し
ま

う
可
能
性
が
あ
る

会
社
独
自
の
技
術
や
ノ
ウ
ハ

ウ
が
流
出
し
て
し
ま
う
可
能

性
が
あ
る

そ
の
他

あ
て
は
ま
る
も
の
は
な
い

 全体 (1910) 21.2 24.8 22.1 33.5 21.5 12.6 17.1 11.4 8.6 44.3 33.9 27.1 20.6 26.3 22.9 0.3 11.0 (%)

60人未満 (524) 19.2 23.7 19.9 37.4 16.6 10.4 14.8 9.9 6.5 41.7 33.8 27.3 17.8 22.8 21.1 0.6 13.5

60～299人 (696) 20.0 23.2 20.5 34.3 20.4 10.1 17.7 9.7 6.7 46.7 33.9 26.0 17.5 25.0 21.0 0.3 12.3

300人以上 (690) 23.9 27.2 25.3 29.8 26.4 16.7 18.3 14.4 12.2 43.9 34.0 28.1 25.8 30.3 26.1 0.1 7.7

IT・通信・インターネット (229) 26.8 23.2 25.8 39.5 23.7 16.6 17.6 13.3 10.7 39.4 34.6 24.2 24.0 26.0 27.6 0.0 12.8

メーカー (283) 21.6 28.0 24.1 28.6 24.9 15.2 18.1 15.3 11.9 41.9 34.3 24.5 22.3 31.7 26.3 0.7 6.6

サービス・レジャー (270) 23.2 25.1 24.0 36.7 21.2 13.0 21.8 9.9 8.2 47.1 37.5 30.0 19.0 23.8 22.2 0.0 9.9

医療・福祉・介護 (227) 20.9 26.7 23.2 32.2 20.2 10.1 18.5 9.5 7.0 48.0 29.4 21.9 16.5 20.9 13.3 0.4 14.8

流通・小売・フードサービス (288) 19.4 27.7 18.2 34.7 22.2 11.1 16.1 11.9 9.6 43.5 34.0 34.5 23.4 28.1 26.9 0.0 12.1

マスコミ・広告・デザイン (28) 19.7 26.6 37.3 35.3 7.8 22.9 3.7 4.1 0.0 53.0 28.7 30.4 31.2 15.2 23.4 0.0 8.2

金融・保険・コンサルティング (122) 19.7 26.6 25.7 27.0 26.3 9.2 15.7 16.7 10.2 45.8 32.4 27.9 18.0 31.5 21.2 1.0 10.8

不動産・建設・設備・住宅関連 (260) 18.6 21.5 18.0 33.7 18.6 11.2 13.3 8.2 6.4 41.6 32.3 26.6 22.5 27.1 25.4 0.0 9.8

運輸・交通・物流・倉庫 (127) 18.6 17.7 14.0 33.9 18.5 7.1 12.4 9.9 5.3 43.0 32.5 26.4 12.3 17.0 12.3 0.7 13.3

環境・エネルギー (23) 28.6 19.0 28.6 28.6 19.0 28.6 23.8 14.3 14.3 47.6 52.4 23.8 14.3 38.1 23.8 0.0 9.5

公的機関 (53) 16.7 18.9 20.7 32.1 16.8 13.1 22.2 7.3 3.7 58.5 37.8 24.0 20.1 31.6 24.1 1.8 11.7

認められている (947) 25.0 29.8 29.2 35.6 24.4 17.4 20.6 15.6 12.3 35.1 32.0 22.2 18.7 22.7 20.0 0.1 7.3

認められていない (963) 17.5 19.8 15.0 31.5 18.7 7.8 13.7 7.3 5.0 53.3 35.7 32.0 22.4 29.8 25.7 0.5 14.6
■：全体より+10％以上　■：全体より-10％以下

従
業
員
数

業
種

副
業
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副業・兼業に対する印象
 ネガティブ項目である「社員の労働時間が過剰になり本業に影響が出る可能性がある」（44.3％）、「社員が転職してしまう可能性がある」（33.9％）がTop２。次いで、ポジティブ項目の「社員の収入を補填で

きる」（33.5％）。
 「優秀な人材を確保できる」は金融・保険・コンサルティング（26.3％）、メーカー（24.9％）でやや高く、マスコミ・広告・デザイン（7.8％）で低い。マスコミ・広告・デザインは、「ヒューマンリソースを拡大できる

（自社が副業社員を雇えば）」が他業種より高く、自社人材には積極的に認めたくないが、社外人材を副業で確保したいとの意向がみられる。
 副業を認めている会社は、認めていない会社に比べ「社員のモチベーションを維持できる」等が高い。認めていない会社は、「社員の労働時間が過剰になり本業に影響が出る可能性がある」（53.3％）が特に高い。
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Q29.中途採用業務に関わっている企業人として、副業・兼業に対してどのような印象を持っていますか。当てはまるものをすべてお選びください。
Positive Negative



n=

社員が業務に対
し、進んで取り組
むようになった

社員が周囲の部
署やメンバーに働
きかけながら業務
を進めるようになっ
た

社員が自ら目的を
設定し、確実に業
務を進めるように
なった

社員が現状を整
理・分析し、課題
を明らかにするよう
になった

社員が課題の解
決に向けたプロセ
スを検討し、解決
にむけて準備する
ようになった

社員が既存のやり
方に拘らず、新た
なアプローチ方法
を取るようになった

社員が自分の意
見を整理し、わか
りやすく説明するよ
うになった

社員が相手の意
見を上手に聞きだ
せるよう、質問でき
るようになった

社員が異なる意
見や態度を示す
者に対し、柔軟な
対応が出来るよう
になった

社員が自分の能
力や立ち位置を
理解し、良好な関
係性を築けるよう
になった

社員が社外の人
と接する事で、社
内外のルールを順
守する姿勢が強
まった

社員が社外の人
と接する事で、自
分をコントロールで
きるようになった

社員が自ら学ぶ
姿勢に目覚め、学
習するようになった

その他

＜1-5位積上げ＞ (947) 22.6 20.7 25.9 25.1 23.3 24.3 19.7 19.3 27.7 27.4 21.1 25.2 26.7 0.1 (%)

最も感じたこと (947) 4.9 3.4 7.1 5.0 4.7 6.2 3.2 3.5 5.9 6.8 3.6 7.3 7.6 0.1

2番目に感じたこと (947) 4.9 4.8 5.4 5.1 5.4 5.9 5.2 4.1 6.0 5.1 4.1 4.2 6.0 0.0

3番目に感じたこと (947) 5.1 4.1 5.3 5.3 5.3 4.7 3.9 4.7 5.8 4.5 4.2 4.1 4.4 0.0

4番目に感じたこと (947) 3.2 4.5 4.4 4.9 3.7 3.8 4.1 4.4 5.3 5.5 4.7 4.5 4.2 0.0

5番目に感じたこと (947) 4.5 4.0 3.7 4.7 4.2 3.6 3.3 2.6 4.7 5.5 4.5 5.2 4.5 0.0

60人未満 (257) 18.7 13.4 19.2 21.5 14.2 16.7 17.0 12.4 23.3 21.8 14.3 19.6 22.8 0.0

60～299人 (331) 24.2 21.2 24.0 26.6 20.4 25.1 19.3 18.6 28.0 26.8 22.4 22.7 23.7 0.3

300人以上 (358) 24.0 25.6 32.5 26.2 32.5 28.9 22.0 24.9 30.5 32.0 24.8 31.6 32.1 0.0

IT・通信・インターネット (127) 22.1 22.8 25.9 30.0 23.7 25.7 22.6 18.8 29.4 26.5 20.4 24.4 30.7 0.0

メーカー (135) 30.5 25.5 32.8 24.5 29.7 31.2 22.4 20.4 31.4 35.4 26.0 32.3 33.5 0.0

サービス・レジャー (152) 21.0 20.3 28.1 26.9 23.5 24.8 19.8 18.2 26.1 22.3 16.6 19.0 28.6 0.0

医療・福祉・介護 (130) 18.7 16.9 17.9 17.7 12.1 17.6 17.6 15.9 27.4 21.4 18.4 23.7 20.3 0.0

流通・小売・フードサービス (135) 20.4 16.2 26.1 26.3 24.2 24.7 19.9 20.0 30.7 32.2 24.1 28.3 25.3 0.0

マスコミ・広告・デザイン (8) 41.0 23.3 13.7 27.4 13.7 13.7 13.7 0.0 13.7 27.4 23.3 0.0 13.7 0.0

金融・保険・コンサルティング (56) 25.3 24.7 23.4 23.2 26.5 32.3 14.2 21.8 28.8 29.6 17.6 30.5 27.1 0.0

不動産・建設・設備・住宅関連 (116) 21.2 20.3 24.6 25.9 20.2 20.7 22.5 18.9 22.6 25.3 19.1 28.6 21.5 0.0

運輸・交通・物流・倉庫 (53) 22.4 22.2 24.0 27.4 34.9 27.8 9.3 22.1 31.3 25.6 29.2 18.2 25.9 0.0

環境・エネルギー (9) 12.5 25.0 50.0 25.0 37.5 12.5 37.5 12.5 25.0 37.5 25.0 50.0 25.0 0.0

公的機関 (26) 22.6 19.5 27.6 18.8 19.5 7.5 15.7 34.5 12.6 30.8 22.6 7.5 27.0 3.8

■：全体より+10％以上　■：全体より-10％以下
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業
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35.0

40.0 4番目に感じたこと
3番目に感じたこと
2番目に感じたこと
最も感じたこと
＜1-5位積上げ＞

(%)

副業や兼業を導入する事で、社員に感じた変化
 1位～５位の合計では、「社員が異なる意見や態度を示す者に対し、柔軟な対応が出来るようになった」（27.7％）、「社員が自分の能力や立ち位置を理解し、良好な関係性を築けるようになった」

（27.4％）、「社員が自ら学ぶ姿勢に目覚め、学習するようになった」（26.7%）がTop３。
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Q29_1.副業や兼業を導入している企業にお聞きします。副業や兼業を導入する事で、社員にどのような変化を感じましたか。あてはまるものを順に5位までお選びください。



社
員
の
収
入
を
補
填
す
る

た
め

社
員
に
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
し

て
も
ら
う
た
め

社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

を
上
げ
る
た
め

新
た
な
知
見
や
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を
獲

得
す
る
た
め

従
業
員
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン

ト
（
従
業
員
の
企
業
に
対

す
る
信
頼
度
）
を
高
め
る

た
め

優
秀
な
人
材
を
確
保
す
る

た
め

生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
た

め

ヒ
ュ
ー
マ
ン
リ
ソ
ー
ス
を

拡
大
す
る
た
め

新
事
業
の
発
案
に
つ
な
げ

る
た
め

そ
の
他

 全体 (947) 43.4 33.8 37.5 26.1 20.8 28.0 22.6 22.9 19.9 1.5 (%)

60人未満 (257) 48.6 33.2 35.9 26.1 15.0 26.5 19.8 18.6 17.1 1.7

60～299人 (331) 44.8 27.6 33.7 22.7 18.8 27.3 19.1 18.7 16.4 2.5

300人以上 (358) 38.2 40.0 42.1 29.2 26.7 29.7 27.8 29.8 25.0 0.5

IT・通信・インターネット (127) 36.7 29.2 42.4 30.7 26.4 26.7 25.6 30.4 20.1 1.8

メーカー (135) 40.8 32.6 34.4 22.1 23.6 28.2 25.7 22.7 22.5 0.6

サービス・レジャー (152) 44.4 29.3 34.0 26.3 15.6 29.1 17.0 16.9 18.9 1.3

医療・福祉・介護 (130) 54.8 38.1 46.8 29.5 16.5 29.0 21.7 23.3 19.5 0.8

流通・小売・フードサービス (135) 42.9 38.9 34.7 27.3 22.4 27.5 28.8 27.4 25.2 1.5

マスコミ・広告・デザイン (8) 13.7 36.9 36.9 0.0 13.7 19.2 13.7 41.0 13.7 12.4

金融・保険・コンサルティング (56) 37.4 34.4 41.3 27.2 29.3 26.5 23.8 16.9 18.5 2.3

不動産・建設・設備・住宅関連 (116) 45.4 33.6 34.4 25.0 17.9 30.7 20.4 17.6 14.5 1.8

運輸・交通・物流・倉庫 (53) 46.8 33.6 27.8 24.2 16.6 24.2 20.0 22.2 22.3 1.9

環境・エネルギー (9) 0.0 50.0 62.5 37.5 12.5 25.0 25.0 37.5 0.0 0.0

公的機関 (26) 49.7 33.8 35.1 11.3 30.0 26.4 11.9 22.5 15.1 3.8
■：全体より+10％以上　■：全体より-10％以下
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副業や兼業の導入理由
 「社員の収入を補填するため」（43.4％）、「社員のモチベーションを上げるため」（37.5％）、「社員にスキルアップしてもらうため」（33.8％）がTop３。
 「社員の収入を補填するため」は、企業規模が小さいほど高く、また医療・福祉・介護で特に高い（54.8％）。企業規模が大きい企業は、「生産性を向上させるため」、「ヒューマンリソースを拡大するため」、「新事

業の発案につなげるため」等が高く、社員個人だけでなく組織へのメリットなどを狙ったとみられる。
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Q29_2.副業や兼業を導入している企業にお聞きします。導入理由をすべてお答えください。


